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10 2015（平成27年）

国　税／�9月分源泉所得税の納付� 10月13日

国　税／�特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

� 10月15日

国　税／�8月決算法人の確定申告

� （法人税・消費税等）�11月2日

国　税／�2月決算法人の中間申告� 11月2日

国　税／�11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間申告

� （年3回の場合）�11月2日

地方税／�個人の道府県民税及び市町村民税の第３期分

の納付� 市町村の条例で定める日

労　務／�労働者死傷病報告（7月〜9月分）� 11月2日

労　務／�労災の年金受給者の定期報告

� （7月〜12月生まれ）�11月2日

労　務／�労働保険料第2期分の納付� 11月2日

� （労働保険事務組合委託の場合は11月16日）

　地方自治体が、利用者の所得に応じて保育
所の保育料や公営住宅の家賃などの減額をす
る際、“配偶者と死別または離婚”という要件
に該当しない既婚歴のない一人親に対して
も、税法上の寡婦（夫）控除をみなし適用し
て所得の算定をする制度。不平等解消のため、
採用する地方自治体が増えています。

ワンポイント 寡婦（夫）控除のみなし適用

10 月 の 税 務 と 労 務10月（神無月）OCTOBER

12日・体育の日
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10月号─2

　

若
者
が
市
場
創
出
の
重
要
な

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
言
わ
れ
て
い
ま

す
が
、
旅
行
業
者
や
旅
館
は
、

ど
の
よ
う
に
対
応
し
た
ら
よ
い

か
教
え
て
く
だ
さ
い
。

　

具
体
的
に
は
、「
じ
ゃ
ら
ん
宿
泊
旅

行
者
調
査
」（
じ
ゃ
ら
ん
リ
サ
ー
チ
セ

ン
タ
ー（
Ｊ
Ｒ
Ｃ
））
な
ど
を
参
考
に

ア
ド
バ
イ
ス
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

例
え
ば
、
観
光
宿
泊
旅
行
者
の
年

代
比
率
で
は
、
二
〇
歳
か
ら
三
四
歳

の
シ
ェ
ア
は
約
二
〇
％
に
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
に
対
し
て
、
五
〇
歳
か

ら
七
九
歳
は
五
〇
％
を
超
え
て
い
ま

す
。

　

国
内
旅
行
市
場
は
ア
ク
テ
ィ
ブ
な

シ
ニ
ア
層
に
支
え
ら
れ
て
い
る
と
い

う
の
が
現
状
の
見
方
で
す
。

　

こ
の
場
合
、
若
者
の
旅
行
市
場
に

つ
い
て
は
「
少
子
化
」
の
問
題
と
混

同
さ
れ
が
ち
に
な
っ
て
い
ま
す
。「
若

い
人
自
体
が
減
っ
て
い
る
の
だ
か
ら
、

若
い
旅
行
者
が
少
な
い
の
は
当
然
」

と
い
う
判
断
で
す
。

　

二
〇
〇
八
年
度
か
ら
二
〇
一
三
年

度
ま
で
の
人
口
の
変
化
と
国
内
宿
泊

観
光
旅
行
者
数
の
変
化
を
見
る
と
、

特
に
顕
著
な
二
〇
歳
か
ら
三
四
歳
の

男
性
の
旅
行
者
数
増
減
割
合
は
マ
イ

ナ
ス
二
二
・
二
％
と
な
り
、
人
口
減

少
分
以
上
に
旅
行
者
人
口
が
減
っ
て

い
る
の
が
わ
か
り
ま
す
。

　

少
子
化
だ
け
が
原
因
で
は
な
く
旅

行
離
れ
が
進
行
し
て
い
る
と
言
え
ま

す
。

　

各
旅
行
会
社
は
趣
向
を
凝
ら
し
て

商
品
を
企
画
し
ま
す
が
、
当
然
に
ア

ク
テ
ィ
ブ
な
シ
ニ
ア
層
が
メ
イ
ン
の

タ
ー
ゲ
ッ
ト
で
あ
り
、
旅
行
費
用
や

時
間
に
も
余
裕
が
あ
る
層
で
す
。
若

者
層
は
、
旅
行
費
用
や
時
間
に
余
裕

が
あ
り
ま
せ
ん
。

　

若
者
層
の
旅
行
選
択
行
動
は
、
旅

行
会
社
の
カ
ウ
ン
タ
ー
で
相
談
す
る

と
い
う
よ
り
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で

情
報
収
集
し
直
接
自
分
で
申
し
込
む

の
が
主
流
で
す
。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

は
充
分
な
知
識
と
目
的
を
持
ち
、
探

す
対
象
が
は
っ
き
り
し
て
い
る
場
合

は
便
利
な
ツ
ー
ル
で
す
。

　

こ
の
た
め
旅
す
る
目
的
地
を
知
ら

な
か
っ
た
り
、
旅
行
で
ど
ん
な
楽
し

み
が
あ
る
の
か
の
知
識
や
経
験
が
豊

富
で
は
な
い
若
者
層
に
と
っ
て
は
、

積
極
的
な
申
込
み
に
つ
な
が
り
ま
せ

ん
。

　

ま
た
、
旅
行
費
用
が
少
な
く
、
時

間
的
に
も
余
裕
が
な
い
場
合
は
、
日

帰
り
で
の
旅
行
を
考
え
、
道
路
事
情

や
新
幹
線
に
よ
る
ス
ピ
ー
ド
化
も
宿

泊
し
な
い
若
者
層
を
増
や
し
て
い
る

と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

し
か
し
、
若
者
層
に
旅
行
体
験
や

レ
ジ
ャ
ー
体
験
を
増
や
し
、
そ
の
後

の
人
生
で
長
き
に
わ
た
り
旅
行
を
楽

し
ん
で
も
ら
え
る
よ
う
に
す
る
こ
と

宿泊観光旅行者の年代割合

出典：「じゃらん宿泊旅行調査 2014（JRC）」
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08 年度から 13 年度までの人口の変化と宿泊観光
旅行者数の変化

出典：「国勢調査（平成 22年）」
　　　「じゃらん宿泊旅行調査 2014（JRC）」
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も
重
要
で
す
が
、
旅
行
業
界
も
短
期

的
な
売
上
を
考
え
れ
ば
シ
ニ
ア
優
先

で
若
者
層
に
目
を
向
け
づ
ら
い
現
状

が
あ
り
ま
す
。

　

顧
客
を
「
顧
客
生
涯
価
値
」
と
し

て
捉
え
る
と
、「
顧
客
＝
国
内
旅
行

者
」「
企
業
＝
国
内
旅
行
市
場
」「
取

引
期
間
＝
今
後
の
人
生
で
旅
行
に
出

か
け
る
期
間
」
と
な
り
、
当
然
に
若

者
は
シ
ニ
ア
よ
り
長
く
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
旅
行
し
な
い
人
は
よ
り
旅

行
し
な
く
な
り
、
旅
行
を
す
る
人
は

よ
り
旅
行
す
る
と
い
う
二
極
化
傾
向

に
あ
り
ま
す
。

　

一
度
顧
客
に
な
っ
た
人
と
良
好
な

関
係
を
維
持
し
何
度
も
訪
ね
て
も
ら

う
よ
う
な
お
得
意
様
づ
く
り
は
シ
ニ

ア
・
若
者
を
問
わ
ず
大
切
で
す
。

　

国
内
旅
行
人
口
の
総
数
は
将
来
的

に
は
減
少
す
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

地
域
に
と
っ
て
は
初
回
訪
問
者
と

同
等
以
上
に
リ
ピ
ー
ト
訪
問
者
を
獲

得
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

Ｊ
Ｒ
Ｃ
の
調
査
結
果
を
み
る
と
、

初
回
訪
問
年
齢
が
一
八
歳
か
ら
二
四

歳
の
旅
行
者
の
同
地
域
へ
の
リ
ピ
ー

ト
訪
問
率
は
四
四
％
で
あ
り
、
他
の

年
代
よ
り
も
一
〇
ポ
イ
ン
ト
ほ
ど
高

く
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
若
い
時

に
訪
れ
た
地
域
は
、
再
訪
さ
れ
や
す

い
と
言
え
ま
す
。

●
若
者
の
旅
行
離
れ
の
原
因
は

　

顧
客
生
涯
価
値
か
ら
は
若
者
は
国

内
旅
行
市
場
の
重
要
な
タ
ー
ゲ
ッ
ト

顧
客
で
す
。
し
か
し
、
現
実
に
若
者

の
旅
行
離
れ
は
存
在
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
原
因
は
大
き
く
分
け
て
二
つ

考
え
ら
れ
ま
す
。

　

一
つ
は
、
商
品
や
コ
ン
テ
ン
ツ
そ

の
も
の
が
若
者
に
と
っ
て
魅
力
が
な

い
こ
と
。
も
う
一
つ
は
、
選
択
肢
が

多
様
化
し
た
こ
と
や
情
報
が
増
え
た

こ
と
で
、
出
会
う
き
っ
か
け
が
減
っ

て
い
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

前
者
の
場
合
は
、
若
者
に
と
っ
て

魅
力
の
あ
る
も
の
へ
商
品
や
コ
ン
テ

ン
ツ
自
体
を
変
化
さ
せ
な
く
て
は
な

り
ま
せ
ん
。
例
え
ば
、
日
帰
り
で
も

満
足
さ
せ
る
方
法
や
、
旅
館
、
食
事

の
工
夫
等
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　

後
者
の
場
合
は
、
商
品
、
コ
ン
テ

ン
ツ
自
体
は
そ
の
ま
ま
で
、
体
験
し

た
り
出
会
う
機
会
を
増
や
す
こ
と
で

解
決
で
き
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
が
生
活
に

定
着
し
流
通
す
る
情
報
量
は
増
え
る

一
方
で
す
が
、
人
間
が
消
費
す
る
情

報
量
は
そ
れ
に
つ
れ
て
増
え
て
い
く

わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。現
代
は「
情

報
過
多
社
会
」
で
あ
り
、
人
は
情
報

の
海
に
溺
れ
て
い
る
と
も
い
え
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
充

実
と
サ
ー
ビ
ス
、
料
理
、
ゆ
と
り
な

ど
を
提
供
し
、
若
者
を
中
心
に
リ
ピ

ー
タ
ー
を
増
や
し
て
い
く
こ
と
が
な

に
よ
り
大
事
で
す
。

　

若
者
を
集
め
る
た
め
に
学
生
に
ア

ン
ケ
ー
ト
を
行
い
、
ニ
ー
ズ
の
把
握

あ
る
い
は
、
大
学
の
ク
ラ
ブ
活
動
と

コ
ン
タ
ク
ト
を
と
り
、
ス
ポ
ー
ツ
の

体
験
等
が
で
き
る
企
画
で
Ｐ
Ｒ
す
る

こ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

観
光
業
者
や
旅
館
等
で
は
、
各
々

に
で
き
る
こ
と
に
は
限
界
が
あ
り
ま

す
。
地
域
活
性
化
の
た
め
に
、
シ
ニ

ア
も
含
め
て
若
者
が
増
加
す
る
こ
と

を
考
え
て
、地
域
の
特
産
品
、伝
統
、

観
光
な
ど
を
行
政
も
一
緒
に
な
っ
て

洗
い
出
し
、
そ
の
地
域
だ
け
で
は
対

応
で
き
な
い
場
合
は
他
の
地
域
と
も

連
携
し
て
街
お
こ
し
を
し
、
旅
行
者

を
増
や
す
手
立
て
を
考
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

大学生の旅行回数増加意向
（旅行回数別）

出典：「平成 20年度 日本人の旅行行動
　　　に関する実態調査（観光庁）」

ゼロ回

増やしたく
ない
25.9％

どちらでも
よい
27.8％

増やしたい
46.3％

1回

増やしたく
ない
19.7％
どちら
でもよい
17.6％

増やしたい
62.7％

2回

増やしたく
ない
15.4％

どちら
でもよい
22.3％

増やしたい
62.2％

増やしたく
ない
25.9％

どちらでも
よい
27.8％

増やしたい
46.3％

増やしたく
ない
19.7％
どちら
でもよい
17.6％

増やしたい
62.7％

増やしたく
ない
15.4％

どちら
でもよい
22.3％

増やしたい
62.2％

初回来訪年齢別、5年以内の同地域への再来訪率

初回来訪年齢 18〜 24歳 44.1
25 〜 29歳 34.6
30 〜 39歳 33.7
40 〜 49歳 31.8
50 〜 59歳 29.1
60歳以上 24.8

全体 37.2
※初回訪問年齢ごとの各項目の調査結果（全体）における旅
行件数ベース（%）

出典：「リピーター追跡調査（JRC、2012）」
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　2014年のエンゲル係数について「24.3
％と21年ぶりの高水準、家計のゆとり低
下、消費増税による支出抑制で、生活水準
は低くなる」「14年度月平均消費支出28.8
万円と２％減に対し、食料品支出は１％増
の７万円」と報道されました。
　エンゲル係数は1995年から23％台が
続いてきたものが逆戻りです（図参照）。
　エンゲル係数は「消費支出」に占める「食
料品」の割合を表わし、生活が苦しくなれ

ばなるほど上昇する傾向を見せます。
　今回の上昇と過去の消費税との関係で見
ますと、1989年の消費税３％の導入のと
きと、1997年の５％への引上げのときは
翌年のみ上昇しましたが、今回の上昇の影
響については別に考える必要がありそうで
す。
　一つは、元々、エンゲル係数が高くなら
ざるを得ない高齢層の増加、もう一つは、
非正規雇用が増えた（所得格差の拡大）こ
とによる貧困層の増大が大きな要因です。
つまり、食費以外を削らざるを得ない状況
下で消費税の影響を受けたことになります。

普段から自転車に乗っています。
　交通事故で高額の損害賠償が求められる
と聞きましたが？

2013年に神戸で、加害者側に約9500
万円の賠償を命じた判決が下されるなど、
自転車が加害者側になっている交通事故で
高額の賠償が命じられるケースが相次いで
いることが話題になりました。
　自転車が関わる交通事故でも、自転車側
に故意又は過失がある場合、不法行為に基
づき被害者の被った損害を賠償しなければ
なりません。
　自動車であれば保険の加入が義務付けら
れていますが、自転車の場合は義務付けら
れていないので、保険に加入していない場
合に高額の賠償となると、生活が破たんし
てしまうケースもありえます。
　今年６月１日、道路交通法の改正では、
運転中はイヤホンをしない、傘をささない
等のルールが義務付けられました。

　

会
社
に
は
、
二
種
類
の
お
客
様
が

い
ま
す
。
一
つ
は
会
社
の
外
に
い
て

商
品
や
サ
ー
ビ
ス
を
使
っ
て
く
れ
る

人
。
も
う
一
つ
は
会
社
の
中
に
い
て

会
社
の
仕
事
を
し
て
く
れ
る
人
で
す
。

　

会
社
は
、
こ
の
二
種
類
の
お
客
様

が
い
な
け
れ
ば
生
き
て
い
く
こ
と
は

で
き
ま
せ
ん
。

　

ド
ラ
ッ
カ
ー
教
授
（
経
営
学
）
は

大
学
で
の
講
義
中
に
「
次
の
三
つ
の

問
い
に
、
社
員
が
イ
エ
ス
と
答
え
る

会
社
は
良
い
会
社
で
す
」
と
教
え
ま

し
た
。

１　

あ
な
た
は
、
会
社
で
敬
意
を
払

わ
れ
て
い
ま
す
か
？

２　

あ
な
た
が
勉
強
し
よ
う
と
思
っ

た
と
き
、
会
社
は
応
援
し
て
く
れ

ま
す
か
？

３　

あ
な
た
が
貢
献
し
て
い
る
こ
と

を
、
会
社
は
知
っ
て
い
ま
す
か
？

　

そ
の
授
業
を
聞
い
て
い
た
学
生
が
、

や
が
て
経
営
者
に
な
り
、
彼
は
す
べ

て
イ
エ
ス
と
な
る
よ
う
経
営
し
、
会

社
は
業
績
を
上
げ
た
そ
う
で
す
。

〈図〉エンゲル係数推移　　　　　　　　　　　　　　　　��総務省・厚生労働省調査より作成
年 エンゲル係数（％） 消費税（％） 高齢化率（％） 貧困率（％）
1970 34.1 7.1
1980 29.0 9.1
1985 27.0 10.3 12.0
1989 25.3 ３％導入 11.6
1990 25.4 12.1
1997 23.5 ５％ 15.7 14.6
1998 23.8 16.2
2005 22.9 20.2
2006 23.1 20.8 15.7
2012 23.5 24.1 16.1
2013 23.6 25.1
2014 24.3 ８％ 26.0

Ｑ

Ａ

エンゲル係数の上昇

自転車事故の加害者責任
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